予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　福祉のまちづくり推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部地域福祉国保課地域福祉係　電話番号：058-272-1111（内2522）

　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　500千円（前年度予算額：1,300千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,300

	要求額
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500

	決定額
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
高齢者、障がい者をはじめ、だれもが住みやすい福祉のまちづくりに向け、多様化・複雑化していく地域の福祉ニーズに対応するため、より多くの人が共用できるよりきめ細やかな配慮についての調査研究、必要な情報提供を行うことで、高齢者、障がい者等すべての人の社会参加を促進する。

（２）事業内容

・高齢者、障がい者はもとより、すべての人にやさしい福祉のまちづくりのため、多機能トイレや駐車場等における、共用できるきめ細かな配慮のあり方について、調査・研究する。

・障がい者や高齢者等すべての人が外出しやすいよう、県内各地にある公共施設を中心にバリアフリー情報をまとめた、福祉ガイドマップをインターネット上で公開し、幅広く情報を提供する。

※「おでかけタウンマップ」（平成11年度～）

・平成8年度に作成した「おでかけタウンマップ」の冊子を、平成11年度にウェブ化（以後、定期的に内容を見直し、情報を刷新）

　　・掲載施設数：（エリア別ガイド）4,590施設、（おでかけHOT特集）78施設

　　・掲載情報　：施設基本情報、バリアフリー情報、詳細地図、最寄りの交通

機関　等

　・事業内容　：調査・データ整理、Webページ作成、 データベース更新、表示・動作確認、サーバー組込・公開 等 
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県作成のウェブページの更新にかかる経費のため、全額県負担。
（４）類似事業の有無
　　　なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	23
	関係者との打ち合わせ等にかかる旅費

	委託料
	300
	おでかけタウンマップ掲載情報等の更新にかかる委託料

	その他
	177
	会議開催にかかる経費

	合計
	500
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　　利用者に安心して使用してもらえるよう、おでかけタウンマップの情報の更新は今後も継続的に行っていく必要がある。
（２）事業主体及びその妥当性
　　　おでかけタウンマップの掲載情報の更新業務の委託にあたっては、利用者の視点を取り入れられるよう、障がい者雇用努力企業を選択することが望ましい。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成１０年度に制定された「福祉のまちづくり条例」の理念である、だれもが住みやすい社会づくりを目的に、高齢者、障がい者等の社会参加を支援するため、「おでかけタウンマップ」による情報提供を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	「おでかけタウンマップ」アクセス数（単年度）
	－
（H　）
	2,895件
（H23）
	6,800件
（H24）
	1,975件
（H25.9月末）
	3,500件
(H25）
	56.4％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○「おでかけタウンマップぎふ」について、以下の内容の更新を行った。

（１）ぎふ清流大会の時期に新規にバリアフリー化を行った体育施設等１０施設について調査を行い、施設情報を追加


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成23年度に「ぎふ清流大会」の競技会場を紹介する特設ページを掲載したことにより、平成24年度のアクセス数は大きく上昇した。今後とも必要に応じて「おでかけタウンマップ」の内容を見直し、情報を更新していくことで、利便性が向上し、障がい者や高齢者等すべての人が、より安心して豊かに生活できることが期待される。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)


	「福祉のまちづくり条例」における県の基本方針として、高齢者、障がい者等の社会参加の促進が定められており、「おでかけタウンマップ」による情報提供の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	平成11年度のウェブ化以降、「おでかけタウンマップ」のアクセス数は約124,000件に達し、多くの県民に利用されている。（平成25年11月19日現在）

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	平成19年度には、ふるさと再生基金事業の一環としておでかけ情報の追加を行い、また、平成21年度には、緊急雇用創出事業を活用して掲載情報の更新・追加を実施しているが、通常年度においては掲載施設に関する県民からの情報などを元に、必要に応じた更新を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
「福祉のまちづくり推進事業」は、バリアフリー新法の制定等により、施設のバリアフリー化（ハード面のバリアフリー化）が徐々に進みつつある中、平成16年頃からソフト事業（心のバリアフリー：啓発活動等）に事業の重点を移行してきたものの、平成19～21年度にかけて段階的に普及啓発事業を廃止・縮小した経緯がある。

　平成25年度現在、当課で予算化されている「福祉のまちづくり推進事業」は、「おでかけタウンマップ」による情報提供のみであるものの、福祉のまちづくりのあり方については、引き続き関係者から意見を聴取し、検討していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

「福祉のまちづくり条例」の理念である、だれもが住みやすい社会を実現するため、今後ともニーズを見ながら必要に応じて「おでかけタウンマップ」の情報を追加・更新し、高齢者、障がい者等の社会参加を促進する。


